
資料1-1

　※下線部が更新箇所

番号
施策の方向性

括弧内は第二次宮城県再犯防止推進計画上での施策の方向性
事業名

事業の内容
Ｒ5年度

最終予算額
　 【単位：千円】

Ｒ5年度　事業実施状況
Ｒ６年度

当初予算額
　 【単位：千円】

Ｒ６年度の計画 第二次宮城県再犯防止推進計画上の事業名
第二次宮城県再犯防止推進計画上の事業の内容 事業推進上の課題・今後（令和７年度以降５か年）

の方向性について
担当課・係名

1 1　就労の確保に関する支援
（2　就労の確保に関する支援）

保護観察少年に対する
職業定着支援

保護観察対象少年を会計年度任用職員として雇用
し、かつ、その間において職の定着に必要なスキ
ルの習得を促すことにより、就職・職への定着・
更生を支援する。

2,362

○任用内容
　　労働時間：週５日勤務　５．７５時間／日
　　業務内容：文書の発送・整理、執務室等の環境整備等
　　　対象者：男性１人
　　任用期間：R5.4.1～R6.3.31

2,654

○任用内容
　　労働時間：週５日勤務　５．７５時間／日
　　業務内容：文書の発送・整理、執務室等の
　　　　　　　環境整備等
　　　対象者：男性１人（２０歳）
　　任用期間：R6.4.1～R7.3.31（予定）

保護観察少年に対する職業定着支援 保護観察対象少年を会計年度任用職員として雇用
し、かつ、その間において職の定着に必要なスキル
の習得を促すことにより、就職・職への定着・更生
を支援する。

任用期間終了後、他の職場に就職できるようにスキル
の習得を支援し、関係機関と連携を強化する必要があ
る。
また保護観察所と共に対象者の安定的な雇用に努め
る。対象者の直接雇用は基礎自治体単独の実施が難し
く、国の第二次再犯防止推進計画上の県の役割とも合
致している。対象者の自立や社会復帰を促すためにも
事業を継続する必要がある。

社会福祉課（団体
指導班）

2 1　就労の確保に関する支援
（2　就労の確保に関する支援）

就労準備支援事業（生
活困窮者自立支援制
度）

直ちに一時就労が困難な者に対し，生活習慣形成
のための指導・訓練（日常生活自立），就労の前
段階として必要な社会的能力の習得（社会生活自
立），事業所での就労体験の場の提供や一般雇用
への就職活動に向けた技法や知識の取得等の支援
（就労自立）の３段階により，一般就労に従事す
るための基礎能力の形成を支援する。

43,802

対象者6人に対し、就労準備支援（生活リズム改善、事業所への職
場体験や見学等）を行った。

43,802

生活困窮者自立相談支援センターに来所した相談者
のうち、直ちに一般就労が困難な者に対し生活習慣
形成のための指導・訓練（日常生活自立）、就労の
前段階として必要な社会的能力の習得（社会生活自
立）、事業所での就労体験の場の提供や一般雇用へ
の就職活動に向けた技法や知識の取得等の支援（就
労自立）の３段階により、一般就労に従事するため
の基礎能力の形成を支援する。

就労準備支援事業（生活困窮者自立支援制度） 直ちに一時就労が困難な者に対し，生活習慣形成の
ための指導・訓練（日常生活自立），就労の前段階
として必要な社会的能力の習得（社会生活自立），
事業所での就労体験の場の提供や一般雇用への就職
活動に向けた技法や知識の取得等の支援（就労自
立）の３段階により，一般就労に従事するための基
礎能力の形成を支援する。

対象者の利用箇所を増加させるために、理解の事業所
の拡大する必要がある。また、就労準備支援事業を利
用するためには、相談者自身の生活リズム改善が必要
であり、長期的な視点で推進していく必要がある。

社会福祉課（生活
自立・支援班）

3 1　就労の確保に関する支援
（2　就労の確保に関する支援）

沿岸地域就職サポート
センター事業

沿岸地域（石巻市，塩竈市，気仙沼市）に就職サ
ポートセンターを設置し，地域企業の求人情報や
企業情報を収集し，求職者等とのマッチングに繋
げ，沿岸地域の企業の人材確保を図る。

－ 事業終期のため，Ｒ３以降廃止 － 事業終期のため，Ｒ３以降廃止 事業終期のため，Ｒ３以降廃止 事業終期のため，Ｒ３以降廃止 事業終期のため，Ｒ３以降廃止 雇用対策課

4 1　就労の確保に関する支援
（2　就労の確保に関する支援）

若年者就職支援ワンス
トップセンター設置事
業

みやぎ若年者就職支援センター（みやぎジョブカ
フェ）を設置し，国の委託事業及び新卒応援ハ
ローワークと連携しながらワンストップで就職支
援を実施する。

58,683

・新規登録者1,955人，センター利用者18,704人，うち就職者数
2,582人（令和6年3月末現在）

61,465

○県委託事業
・キャリアコンサルティング
・就職支援セミナーの実施
・企業採用コンシェルジュの配置
○国委託事業
・合同企業説明会の開催
・職場体験や職場見学　等
○その他
・併設の新卒応援ハローワークによる職業紹介の実
施

若年者就職支援ワンストップセンター設置事業 みやぎ若年者就職支援センター（みやぎジョブカ
フェ）を設置し，国の委託事業及び新卒応援ハロー
ワークと連携しながらワンストップで就職支援を実
施する。

雇用対策課

5 1　就労の確保に関する支援
（2　就労の確保に関する支援）

みやぎの若者の職業的
自立支援対策事業

若年無業者を対象とした就職支援施設として国が
県内３か所に設置している「地域若者サポートス
テーション」における支援の一部として，臨床心
理士等による心理カウンセリング及びジョブト
レーニング等による就労体験を実施し，職業的自
立支援を行う。 1,958

・地域若者サポートステーション（3団体）への事業委託（新規登
録者数274人，進路決定者数99人（令和6年3月末現在）
・地域若者サポートステーションと関係機関の連系を強化するた
め「宮城県若者自立支援ネットワーク」（全22機関）会議を8月に
開催

2,022

○サポステ事業の一部委託
・臨床心理士等によるカウンセリング（職業的自立
に向けた相談）
・職業ふれあい事業（職場見学，職業講話，就活セ
ミナー，ビジネスマナーセミナー等）
・ジョブトレーニング（就業体験，ボランティア活
動）
○「宮城県若者自立支援ネットワーク会議」の開
催：年１回程度

みやぎの若者の職業的自立支援対策事業 若年無業者を対象とした就職支援施設として国が県
内３か所に設置している「地域若者サポートステー
ション」における支援の一部として，臨床心理士等
による心理カウンセリング及びジョブトレーニング
等による就労体験を実施し，職業的自立支援を行
う。

雇用対策課

6 1　就労の確保に関する支援
（2　就労の確保に関する支援）

女性・高齢者等新規就
業支援事業

女性・高齢者等を主な対象として就職サポートセ
ンターを設置し，求職者に対する支援を行うとと
もに，地域企業の求人情報や企業情報の収集など
により，求職者とのマッチングを図る。 －

事業組替（別財源の活用）に伴いＲ３以降廃止
－

事業組替（別財源の活用）に伴いＲ３以降廃止 事業組替（別財源の活用）に伴いＲ３以降廃止 事業組替（別財源の活用）に伴いＲ３以降廃止 事業組替（別財源の活用）に伴いＲ３以降廃止
雇用対策課

7 1　就労の確保に関する支援
（2　就労の確保に関する支援）

協力雇用主に対する入
札参加資格の優遇措置

宮城県の建設工事入札参加資格登録に際して，犯
罪や非行歴がある者を雇用している企業において
は，参加資格等級の格付けにおいて加点がされ
る。 0

資格の承認をした事業者に対し総合評点の付与を行っており、多
数ある項目の「地域貢献」の中の一つとして「犯罪や非行歴のあ
る者を雇用している」ことを保護観察所が発行する証明書に基づ
き評価している。令和５年度に格付けの見直しを行った企業で
は、数者の実績があった。

0

令和６年度においては、建設工事入札参加資格登録
の定時申請を行うため全登録企業に対し通知を送付
し、当該項目の申請があった場合は証明書の添付を
もって加点を行うもの。

協力雇用主に対する入札参加資格の優遇措置 宮城県の建設工事入札参加資格登録に際して，犯罪
や非行歴がある者を雇用している企業においては，
参加資格等級の格付けにおいて加点がされる。

今後も継続して実施する。 契約課

8 1　就労の確保に関する支援
（2　就労の確保に関する支援）

みやぎ人財活躍応援セ
ンター運営事業
（上記「沿岸地域就職
サポートセンター事
業」「女性・高齢者等
新規就業支援事業」の
後継事業）

雇用支援拠点を県内４か所に設置し、登録制によ
る、トータルかつきめ細かな支援を行うととも
に、地元企業の求人情報や企業情報をマッチング
に繋げ、県内企業の人材確保を図る。

143,082
新規登録者数　3,176人
就職者数　3,792人

143,300 事業終期（組替）のため，Ｒ5以降廃止

みやぎ地域活性化雇用創造プロジェクト
（「みやぎ人財活躍応援センター運営事業」の後継
事業）

雇用支援拠点を県内４か所に設置し、トータルかつ
きめ細かな求職者に対する支援や企業の採用力向上
の支援を実施するとともに、求職者と企業とのマッ
チングを支援し、県内企業の人材確保を図る。

令和６年度から令和８年度までの３か年、圏域ごとの
雇用情勢に応じた求職者及び企業支援を集中的に実施
する。

雇用対策課雇用推
進班

9 1　就労の確保に関する支援
（2　就労の確保に関する支援）

子育てと仕事の両立の
ための多様な働き方支
援事業

出産・子育て・介護等をきっかけに離職した女性
の再就職を支援する「みやぎ女性のキャリア・リ
スタート支援センター」の運営。

令和５年度
新規利用登録者　２３３人
就職決定報告者数　延べ４６人

・キャリアコンサルティング
・就職応援セミナー、リスキリングのためのオンラ
イン講座の開催
・市町村等と連携した出張相談会の開催
・企業向けセミナー、企業向けコンサルティング事
業の実施

子育てと仕事の両立のための多様な働き方支援事業 出産・子育て・介護等をきっかけに離職した女性の
再就職を支援する「みやぎ女性のキャリア・リス
タート支援センター」の運営。

利用拡大に向けて、出張相談会の開催等を通じてさら
なる認知度の向上を図っていく。

雇用対策課雇用推
進班

「宮城県再犯防止推進計画」の進行管理 「第二次宮城県再犯防止推進計画」の構成事業

宮城県再犯防止推進計画の進行管理・第二次宮城県再犯防止推進計画の構成事業【宮城県】
むすび丸
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Ｒ６年度の計画 第二次宮城県再犯防止推進計画上の事業名
第二次宮城県再犯防止推進計画上の事業の内容 事業推進上の課題・今後（令和７年度以降５か年）

の方向性について
担当課・係名

「宮城県再犯防止推進計画」の進行管理 「第二次宮城県再犯防止推進計画」の構成事業

宮城県再犯防止推進計画の進行管理・第二次宮城県再犯防止推進計画の構成事業【宮城県】
むすび丸

10 2　住居の確保に関する支援
（3　住居の確保に関する支援）

地域生活定着支援セン
ター事業

高齢又は障害により、福祉的な支援を必要とする
矯正施設退所予定者及び退所者に対し、各都道府
県の設置する「地域生活定着支援センター」が矯
正施設、保護観察所等と連携・協働しつつ、矯正
施設入所中から退所後まで一貫した相談支援体制
を実施することにより、その社会復帰及び地域生
活への定着を支援する。 28,373

地域生活定着支援センターの運営をNPO法人ワンファミリー仙台に
委託し、コーディネート業務２３件、フォローアップ業務４２
件、相談支援業務８件、被疑者等支援業務７件を実施した。
（R6.3月現在）

28,599

地域生活定着支援センターの運営をNPO法人ワンファ
ミリー仙台に委託し、矯正施設出所予定者等や刑事
司法手続きの入口段階にある被疑者・被告人等への
支援を行い、矯正施設出所者等の社会復帰を支援す
る。

地域生活定着支援センター事業 高齢又は障害により、福祉的な支援を必要とする矯
正施設退所予定者及び退所者に対し、宮城県が設置
する「宮城県地域生活定着支援センター」が、受入
れ施設等のあっせんや、矯正施設退所者を受け入れ
た施設への助言、福祉サービス等の利用相談に応じ
た助言や必要な支援等を実施していきます。

令和３年度より本事業に加わった被疑者等支援業務
（入口支援）について、仙台地方検察庁や仙台弁護士
会等の関係機関と連携体制を構築する必要があり、委
託先であるNPO法人ワンファミリー仙台との連携が必
要。
本事業は全国で標準的に実施されている事業であり、
高齢・障害を有するため福祉的な支援を必要とする刑
務所等の矯正施設対処予定者に対して、社会復帰と地
域生活への支援を行うもので、事業の継続が必要と考
えられる。

社会福祉課（団体
指導班）

11 2　住居の確保に関する支援
（3　住居の確保に関する支援）

住居確保給付金（生活
困窮者就労支援制度）

離職等により経済的に困窮し，住居を失った又は
そのおそれがある者に対し，住居確保給付金を支
給することにより，生活保護に至らないための
セーフティネットとするとともに，対象者の安定
した住居の確保と就労自立を図る。

12,753

生活困窮者世帯を対象にのべ64件、2,640,100円の支給をすること
で、当該世帯の安定した住居の確保を支援した。

4,339

離職等により経済的に困窮し、住居を失った又はそ
のおそれがある者に対し、住居確保給付金を支給す
ることにより、生活保護に至らないためのセーフ
ティネットとするとともに、対象者の安定した住居
の確保と就労自立を図る。

住居確保給付金（生活困窮者就労支援制度） 離職等により経済的に困窮し，住居を失った又はそ
のおそれがある者に対し，住居確保給付金を支給す
ることにより，生活保護に至らないためのセーフ
ティネットとするとともに，対象者の安定した住居
の確保と就労自立を図る。

住居確保給付金の受給を経てもなお自立に至らない方
について、当該者の生活困窮の状況を踏まえた自立に
向けての支援が必要な状況となっている。

社会福祉課（生活
自立・支援班）

12 2　住居の確保に関する支援
（3　住居の確保に関する支援）

一時生活支援事業 住居のない生活困窮者であり所得が一定水準以下
の者に対して、原則３ヶ月間（最大で６ヶ月間）
に限り宿泊場所の供与や衣食の供与等を実施する
ことにより、対象者が仕事及び居住先を確保する
ための資金を貯蓄することを支援し、自立を促
す。

17,403

居所を喪失した方8名を対象に、一時的な衣食住の提供や面談支援
等を行い、対象者が新たな居所や就労先の確保をするまでの支援
を行った。

18,935

住居のない生活困窮者であり所得が一定水準以下の
者に対して、原則３ヶ月間（最大で６ヶ月間）に限
り宿泊場所の供与や衣食の供与等を実施することに
より、対象者が仕事及び居住先を確保するための資
金を貯蓄することを支援し、自立を促す。

一時生活支援事業 住居のない生活困窮者であり所得が一定水準以下の
者に対して、原則３ヶ月間（最大で６ヶ月間）に限
り宿泊場所の供与や衣食の供与等を実施することに
より、対象者が仕事及び居住先を確保するための資
金を貯蓄することを支援し、自立を促す。

対象者の多くは過去に何らかの課題を抱えており、新
たな居所を確保するだけの支援では再度同様の状況に
陥るリスクが高いため、新たな居所に入居した後も生
活の見守り支援を行うことが必要な状況となってい
る。

社会福祉課（生活
自立・支援班）

13 2　住居の確保に関する支援
（3　住居の確保に関する支援）

宮城県再犯防止推進モ
デル事業

国の「地域再犯防止推進モデル事業」を活用し、
罪を犯した者を対象とした住居の確保に関する課
題の調査及び、課題解決に向けた取組とした「日
常生活支援センター」を設置し、その実施結果を
踏まえて支援のあり方を検討する。

－
事業終期のため、Ｒ３以降廃止

－
事業終期のため、Ｒ３以降廃止 事業終期のため、Ｒ３以降廃止 事業終期のため、Ｒ３以降廃止 事業終期のため、Ｒ３以降廃止 社会福祉課（団体

指導班）

14 2　住居の確保に関する支援
（3　住居の確保に関する支援）

住宅セーフティネット
構築推進事業

平成２９年１０月に開始した新たな住宅セーフ
ティネット制度の効果的な運用に向け、みやぎ住
まいづくり協議会を通じ、住宅確保要配慮者の賃
貸住宅への入居の円滑化を図る。
※　住宅確保要配慮者…低額所得者、高齢者、障
害者等の住宅の確保に配慮を要する者で、保護観
察対象者や更生緊急保護を受けている者等が含ま
れる。

3,242,800

(1) 民間賃貸住宅に単身で入居している方に対する見守り支援
(2) 地域における地域居住支援体制構築に向けた普及啓発活動
（勉強会開催等）
(3) 居住支援法人連絡会における運営・調整事務等
(4) 居住支援法人に関するパンフレット・チラシ等の更新及び作
成 9,700,000

(1) 地域における地域居住支援体制構築に向けた普
及啓発活動（勉強会開催等）
(2) 居住支援法人連絡会における運営・調整事務等
(3) 居住支援法人に関するパンフレット・チラシ等
の更新及び作成

住宅セーフティネット構築推進事業 平成２９年１０月に開始した新たな住宅セーフティ
ネット制度の効果的な運用に向け、みやぎ住まいづ
くり協議会を通じ、住宅確保要配慮者の賃貸住宅へ
の入居の円滑化を図る。
※　住宅確保要配慮者…低額所得者、高齢者、障害
者等の住宅の確保に配慮を要する者で、保護観察対
象者や更生緊急保護を受けている者等が含まれる。

事業費が国庫補助費（R10年終期予定）頼みとなって
おり、国の予算措置額に左右されることから、安定し
て事業を推進することが困難である。
また、事業内容においては、住宅確保要配慮者に対す
るソフト面の支援について、効果的な取組が進んでい
ないため、これからも新たな取組を試行しつつ、引き
続き検討していく必要がある。

住宅課（企画調査
班）

15 3　福祉サービスの提供による支援
(4　福祉、医療及び薬物依存等からの回復に関する支援）

民生委員 　住民から生活や福祉に関する相談対応などの民生
委員活動を機能的・効果的に推進するため、民生委
員協議会活動費等を支援する。

　民生委員のなり手不足が課題となっている。また民
生委員についてのコラムを県政だより等に掲載し、啓
発活動等に努める。

社会福祉課（団体
指導班）

16 3　福祉サービスの提供による支援
(4　福祉、医療及び薬物依存等からの回復に関する支援）

アルコール健康障害相談拠点の設置 保健所及び精神保健福祉センターをアルコール健康
障害の相談拠点として位置づけ、相談窓口としての
対応及びアルコール依存症支援団体との連携を図
り、地域における依存症の支援体制を構築する。

アルコール健康障害の相談拠点として、各保健所及び
精神保健福祉センターを位置付けているが、アルコー
ル以外の依存症の相談も増えてきている。

精神保健推進室

17 3　福祉サービスの提供による支援
(4　福祉、医療及び薬物依存等からの回復に関する支援）

薬物依存症・ギャンブル等依存症の相談拠点の設置 精神保健福祉センターを薬物依存症相談拠点及び
ギャンブル等依存症の相談拠点として位置づけ、相
談窓口としての対応及び依存症支援団体との連携を
図り、地域における依存症の支援体制を構築する。

薬物依存症及びギャンブル等依存症の相談は各保健所
でも対応している状況がある。今後、各保健所を相談
拠点として位置付けていくことを検討。

精神保健推進室

18 3　福祉サービスの提供による支援
(4　福祉、医療及び薬物依存等からの回復に関する支援）

地域生活定着支援セン
ター事業
（再掲）

高齢又は障害により、福祉的な支援を必要とする
矯正施設退所予定者及び退所者に対し、各都道府
県の設置する「地域生活定着支援センター」が矯
正施設、保護観察所等と連携・協働しつつ、矯正
施設入所中から退所後まで一貫した相談支援体制
を実施することにより、その社会復帰及び地域生
活への定着を支援する。

28,373

地域生活定着支援センターの運営をNPO法人ワンファミリー仙台に
委託し、コーディネート業務２３件、フォローアップ業務４２
件、相談支援業務８件、被疑者等支援業務７件を実施した。
（R6.3月現在）

28,599

地域生活定着支援センターの運営をNPO法人ワンファ
ミリー仙台に委託し、矯正施設出所予定者等や刑事
司法手続きの入口段階にある被疑者・被告人等への
支援を行い、矯正施設出所者等の社会復帰を支援す
る。

地域生活定着支援センター事業
（再掲）

高齢又は障害により、福祉的な支援を必要とする矯
正施設退所予定者及び退所者に対し、各都道府県の
設置する「地域生活定着支援センター」が矯正施
設、保護観察所等と連携・協働しつつ、矯正施設入
所中から退所後まで一貫した相談支援体制を実施す
ることにより、その社会復帰及び地域生活への定着
を支援する。

令和３年度より本事業に加わった被疑者等支援業務
（入口支援）について、仙台地方検察庁や仙台弁護士
会等の関係機関と連携体制を構築する必要があり、委
託先であるNPO法人ワンファミリー仙台との連携が必
要。
本事業は全国で標準的に実施されている事業であり、
高齢・障害を有するため福祉的な支援を必要とする刑
務所等の矯正施設対処予定者に対して、社会復帰と地
域生活への支援を行うもので、事業の継続が必要と考
えられる。

社会福祉課（団体
指導班）



資料1-1

　※下線部が更新箇所

番号
施策の方向性

括弧内は第二次宮城県再犯防止推進計画上での施策の方向性
事業名

事業の内容
Ｒ5年度

最終予算額
　 【単位：千円】

Ｒ5年度　事業実施状況
Ｒ６年度

当初予算額
　 【単位：千円】

Ｒ６年度の計画 第二次宮城県再犯防止推進計画上の事業名
第二次宮城県再犯防止推進計画上の事業の内容 事業推進上の課題・今後（令和７年度以降５か年）

の方向性について
担当課・係名

「宮城県再犯防止推進計画」の進行管理 「第二次宮城県再犯防止推進計画」の構成事業

宮城県再犯防止推進計画の進行管理・第二次宮城県再犯防止推進計画の構成事業【宮城県】
むすび丸

19 4　薬物依存を有する者への支援
(4　福祉、医療及び薬物依存等からの回復に関する支援）

薬物問題相談及び薬物
乱用防止事業

各保健所等において，薬物問題に悩む薬物依存者
やその家族からの個別相談を受ける。
また，｢薬物中毒対策連絡会議｣に参加し，家族教
室の開催や個別相談指導の活用に関する効果的事
例を収集するとともに，薬物問題の相談を受ける
側の意識を高め，資質向上に役立てる。

116

　各保健所等において，メールや電話及び対面にて個別相談に応
じた（44件（仙台市除く））。　令和５年度の薬物中毒対策連絡
会議は業務都合により欠席した。

60

　各保健所等において，引き続き，薬物問題に悩む
薬物依存者やその家族からの個別相談を受ける。
また，｢薬物中毒対策連絡会議｣に参加し，家族教室
の開催や個別相談指導の活用に関する効果的事例を
収集するとともに，薬物問題の相談を受ける側の意
識を高め，資質向上に役立てる。

薬物問題相談及び薬物乱用防止事業 各保健所等において，薬物問題に悩む薬物依存者や
その家族からの個別相談を受ける。
また，｢薬物中毒対策連絡会議｣に参加し，家族教室
の開催や個別相談指導の活用に関する効果的事例を
収集するとともに，薬物問題の相談を受ける側の意
識を高め，資質向上に役立てる。

引き続き各保健所等において，薬物問題に悩む薬物依
存者やその家族からの個別相談を受ける。
また，｢薬物中毒対策連絡会議｣に継続的に参加し，家
族教室の開催や個別相談指導の活用に関する効果的事
例を収集するとともに，薬物問題の相談を受ける側の
意識を高め，資質向上に役立てる。

薬務課

20 4　薬物依存を有する者への支援
(4　福祉、医療及び薬物依存等からの回復に関する支援）

薬物乱用対策本部事業 「宮城県薬物乱用対策有識者会議」及び「宮城県
薬物乱用対策推進本部員会議」を開催し県内の薬
物乱用防止対策の指針である宮城県薬物乱用対策
推進計画（第５期：令和元年度から令和５年度）
に基づく県内各関係機関における取組の進行管理
を行う。

99

「宮城県薬物乱用対策有識者会議」及び「宮城県薬物乱用対策推
進本部員会議」を開催し，令和４年度の本県における薬物乱用対
策の実施状況等について，取りまとめ，県民やその他関係機関に
広く周知した。また、若年層に広まる大麻やオーバードーズ対策
を含む宮城県薬物乱用対策推進計画（第６期）を策定した。 184

「宮城県薬物乱用対策有識者会議」及び「宮城県薬
物乱用対策推進本部員会議」を開催し県内の薬物乱
用防止対策の指針である宮城県薬物乱用対策推進計
画（第６期：令和６年度から令和１１年度）に基づ
く県内各関係機関における取組の進行管理を行う。

薬物乱用対策本部事業 「宮城県薬物乱用対策有識者会議」及び「宮城県薬
物乱用対策推進本部員会議」を開催し県内の薬物乱
用防止対策の指針である宮城県薬物乱用対策推進計
画（第６期：令和６年度から令和１１年度）に基づ
く県内各関係機関における取組の進行管理を行う。

引き続き「宮城県薬物乱用対策有識者会議」及び「宮
城県薬物乱用対策推進本部員会議」を開催し県内の薬
物乱用防止対策の指針である宮城県薬物乱用対策推進
計画（第６期：令和６年度から令和１１年度）に基づ
く県内各関係機関における取組の進行管理を行う

薬務課

21 4　薬物依存を有する者への支援
(4　福祉、医療及び薬物依存等からの回復に関する支援）

薬物依存集団回復プロ
グラム(NICE)

薬物使用に関する悩みを抱えた者を対象に，薬物
依存からの回復を支援するためのテキストを用い
た集団回復プログラムを行う。また，自助グルー
プへ繋がるための支援を行う。 348

・実施回数：全１２回（月１回）
・参加者：実４名　延べ２２名
・プログラムに参加された事のある方へ近況確認た情報提供等の
ため、センターから電話連絡や手紙の送付等を行っている。 334

年１２回（月１回）の開催を継続する。
プログラム開催に関する情報をホームページやラジ
オ放送等で普及啓発する。

薬物依存集団回復プログラム(NICE)

薬物使用に関する悩みを抱えた者を対象に，薬物依
存からの回復を支援するためのテキストを用いた集
団回復プログラムを行う。また，自助グループへ繋
がるための支援を行う。

当事者がプログラムや相談に継続できるような取り組
みを行っていく。
当事者や関係機関等に向けた依存症相談窓口、プログ
ラム等の普及啓発を引き続き継続していく。

精神保健福祉セン
ター

22 4　薬物依存を有する者への支援
(4　福祉、医療及び薬物依存等からの回復に関する支援）

薬物依存症からの回復
を支援する民間団体と
の連携

ダルク等の自助グループ，医療機関等と定期的に
情報共有を図り，連携を強化し円滑に回復を支援
する。

0

月１回、仙台保護観察所が主催する「薬物依存症地域支援者ネッ
トワーク協議会」に出席し、仙台ダルク、アロー萌木などの自助
グループ、東北会病院などの医療機関及びその他関係機関・団体
の担当者と積極的に意見交換を行い、連携の強化に努めた。 0

継続して前記協議会等に出席し、活発に情報交換す
るなどして、関係機関・団体との連携強化を図り、
薬物依存症からの円滑な回復支援に努める。

薬物依存症からの回復を支援する民間団体との連携 ダルク等の自助グループ，医療機関等と定期的に情
報共有を図り，連携を強化し円滑に回復を支援す
る。

関係機関・団体と連携した上、薬物依存症からの回復
支援に係る橋渡しの役割を担い、対象者の自立や社会
復帰を促すためにも事業の継続に努める。

県警本部組織犯罪
対策第二課・企画
指導係

23 4　薬物依存を有する者への支援
(4　福祉、医療及び薬物依存等からの回復に関する支援）

薬物乱用者に対する再
乱用防止に向けた取組

警察において検挙した者に対し，必要に応じて支
援関係機関・団体等相談先の情報を提供すること
で回復を支援する。

0

・警察が取り扱った薬物事犯者のうち、起訴後であり、捜査が終
了している者で、執行猶予付き判決が見込まれる者等に対し、警
察庁作成の薬物乱用防止対策に当たる関係機関・団体に関する情
報提供を実施した。
・東北少年院在院者に対する講話を実施し、薬物再乱用防止につ
いての理解を深めた。

0

薬物事犯者に対して薬物再乱用防止対策資料による
関係機関・団体に関する情報提供を継続して実施し
ていくと共に、実施対象者に対する実施割合の向上
に努める。

薬物乱用者に対する再乱用防止に向けた取組 警察において検挙した者に対し，必要に応じて支援
関係機関・団体等相談先の情報を提供することで回
復を支援する。

薬物事犯者が継続して薬物再乱用防止に関する基礎的
な知識を得たり、関係機関・団体に相談できる環境作
りに努める。

県警本部組織犯罪
対策第二課・企画
指導係

24 5　犯罪をした者等の特性に応じた再犯の防止等に関する支援

DV防止事業 将来のDV被害者及び加害者を生まないための人権教
育及び性教育の推進を目的に、県内の小中学校、高
等学校、特別支援学校（仙台市を除く）にデートDV
に知見のある民間支援団体や産婦人科医を派遣し出
前講座を行うもの。

参加希望校は増加傾向にあり、DV被害者及び加害者を
生まないために引き続き事業を継続して行う。

子ども・家庭支援
課
家庭生活支援班

25 5　犯罪をした者等の特性に応じた再犯の防止等に関する支援

ストーカー加害者に関
する再犯防止対策事業

警察が加害者への対応方法やカウンセリング・治
療の必要性について地域精神科医等の助言を受
け，加害者に受診を勧めるなど、地域精神科医療
機関との連携を推進する。

48

加害者への対応方法やカウンセリング・治療の必要性について地
域精神科医等の助言を受け，加害者に受診を勧めるなど、地域精
神科医療機関との連携を推進した。

48

加害者への対応方法やカウンセリング・治療の必要
性について地域精神科医等の助言を受け，加害者に
受診を勧めるなど、地域精神科医療機関との連携を
推進する。

ストーカー加害者に関する再犯防止対策事業 警察が加害者への対応方法やカウンセリング・治療
の必要性について地域精神科医等の助言を受け，加
害者に受診を勧めるなど、地域精神科医療機関との
連携を推進する。

カウンセリングや治療の必要性に関し、加害者の理解
を得ることが困難な場合が少なくないことから、加害
者に対する継続的な連絡を行い、カウンセリング等の
有効性を理解させ、地域精神科医療機関との連携を推
進する。

県警本部県民安全
対策課

26 5　犯罪をした者等の特性に応じた再犯の防止等に関する支援

子供対象・暴力的性犯
罪の出所者による再犯
防止対策事業

子供対象・暴力的性犯罪の出所者による再犯防止
に向けた措置の実施について（通達）（令和５年
７月７日付け警察庁生活安全局長ほか）に基づ
き、１６歳未満の子どもを被害者とした不同意わ
いせつ等の暴力的性犯罪で服役して出所した者に
ついて，法務省から情報提供を受け，その出所者
の所在確認を実施しているほか，必要に応じて当
該出所者の同意を得て面談を行うなど，再犯防止
に向けた施策を推進する。

0

子供対象・暴力的性犯罪の出所者が、出所後に再び子供対象・暴
力的性犯罪を犯すことを防止、又は子供対象・暴力的性犯罪その
他の性犯罪が発生した場合における迅速な対応を図るために必要
な措置を講じた。

0

子供対象・暴力的性犯罪の出所者が、出所後に再び
子供対象・暴力的性犯罪を犯すことを防止、又は子
供対象・暴力的性犯罪その他の性犯罪が発生した場
合における迅速な対応を図るために必要な措置を講
じることとしている。

子供対象・暴力的性犯罪の出所者による再犯防止対
策事業

子供対象・暴力的性犯罪の出所者による再犯防止に
向けた措置の実施について（通達）（令和５年７月
７日付け警察庁生活安全局長ほか）に基づき、１６
歳未満の子どもを被害者とした不同意わいせつ等の
暴力的性犯罪で服役して出所した者について，法務
省から情報提供を受け，その出所者の所在確認を実
施しているほか，必要に応じて当該出所者の同意を
得て面談を行うなど，再犯防止に向けた施策を推進
する。

再犯防止に向けた施策の推進にあたっては、関係機
関・団体と迅速かつ柔軟に連携することが重要であ
る。引き続き、子供対象・暴力的性犯罪の出所者が、
出所後に再び子供対象・暴力的性犯罪を犯すことを防
止、又は子供対象・暴力的性犯罪その他の性犯罪が発
生した場合における迅速な対応を図るために必要な措
置を講じることとしている。

県警本部県民安全
対策課

27 5　犯罪をした者等の特性に応じた再犯の防止等に関する支援

社会復帰アドバイザー
の配置

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律
（暴対法）に基づき、社会復帰アドバイザーの配
置を図り、離脱の意志を有する者に対する援護等
に取り組む。（令和６年２月時点、35都府県には
48名の社会復帰アドバイザーが配置・運用されて
いる。）

なし。「社会復帰アドバイザーの配置」に向け、継続して予算要
求中。

3,875

「社会復帰アドバイザーの配置」に向け、予算要求
を継続する。

社会復帰アドバイザーの配置 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律
（暴対法）に基づき、社会復帰アドバイザーの配置
を図り、離脱の意志を有する者に対する援護等に取
り組む。（令和６年２月時点、35都府県には48名の
社会復帰アドバイザーが配置・運用されている。）

令和元年度から令和６年度まで「社会復帰アドバイ
ザーの配置」に向け、宮城県へ予算要求を行っている
ものの、「社会復帰アドバイザーの配置」の実現には
至っていない。

県警本部組織犯罪
対策第一課



資料1-1

　※下線部が更新箇所

番号
施策の方向性

括弧内は第二次宮城県再犯防止推進計画上での施策の方向性
事業名

事業の内容
Ｒ5年度

最終予算額
　 【単位：千円】

Ｒ5年度　事業実施状況
Ｒ６年度

当初予算額
　 【単位：千円】

Ｒ６年度の計画 第二次宮城県再犯防止推進計画上の事業名
第二次宮城県再犯防止推進計画上の事業の内容 事業推進上の課題・今後（令和７年度以降５か年）

の方向性について
担当課・係名

「宮城県再犯防止推進計画」の進行管理 「第二次宮城県再犯防止推進計画」の構成事業

宮城県再犯防止推進計画の進行管理・第二次宮城県再犯防止推進計画の構成事業【宮城県】
むすび丸

28 6-1　非行少年等に対する改善更生、非行防止等に関する支援
　　　相談支援体制の充実による非行の未然防止等

教育相談充実事業 いじめ、不登校、暴力行為の未然防止や早期発
見・早期対応のために相談・支援体制の一層の整
備充実を図り、小・中学校スクールカウンセラー
の配置・派遣及び専門カウンセラーの教育事務所
への配置等により、児童生徒の非行防止に取り組
む。
　スクールカウンセラーの配置等により、校内に
おける教育相談体制の一層の充実を図り、児童生
徒が過ちを犯すことのないよう働き掛けるととも
に、学校はスクールカウンセラーと連携して非行
防止に取り組む。
　専門カウンセラーの助言を得ながら、学校は適
切な対応を図るとともに、児童生徒の非行防止に
取り組む。

424,477

○スクールカウンセラーの派遣・配置
　小学校229校、中学校125校、義務教育学校4校にスクールカウン
セラーを派遣・配置した。
　・スクールカウンセラー158名を派遣・配置した。
　・相談件数3,904件、相談人数41,925人

○教育事務所専門カウンセラーの配置
　各教育事務所に専門カウンセラーを2～4名配置し、専門的な立
場から域内の児童生徒や保護者、教員等からの相談に応じるとと
もに、スクールカウンセラーのスーパーバイズを行った。
　・相談件数2,471件、相談人数2,893人 458,998

○スクールカウンセラーの派遣・配置
　小学校227校、中学校124校、義務教育学校4校の県
内全小・中学校にスクールカウンセラーを派遣・配
置し、学校とスクールカウンセラーが連携して非行
防止に取り組む。
　スクールカウンセラーが29市町村において、学校
と教育支援センター（みやぎ子どもの心のケアハウ
ス）を兼務することで、組織的に非行防止に取り組
む。
　・派遣・配置スクールカウンセラー数:145名

○教育事務所専門カウンセラーの配置
　各教育事務所に専門カウンセラーを2～4名配置
し、児童生徒や保護者、教員等からの相談に応じ
る。学校は専門カウンセラーの助言を得ながら、対
応するとともに、児童生徒の非行防止に取り組む。

教育相談充実事業 　いじめ、不登校、暴力行為の未然防止や早期発
見・早期対応のために相談・支援体制の一層の整備
充実を図り、小・中学校スクールカウンセラーの配
置・派遣及び専門カウンセラーの教育事務所への配
置等により、児童生徒の非行防止に取り組む。
　スクールカウンセラーの配置等により、校内にお
ける教育相談体制の一層の充実を図り、児童生徒が
過ちを犯すことのないよう働き掛けるとともに、学
校はスクールカウンセラーと連携して非行防止に取
り組む。
　専門カウンセラーの助言を得ながら、学校は適切
な対応を図るとともに、児童生徒の非行防止に取り
組む。

　震災から13年が経過したが、沿岸部を中心とした転
出入やそれに伴う家庭環境・生活環境の変化により、
依然として心のケアが求められることから、スクール
カウンセラー等の活用が必要である。また、新型コロ
ナウイルス感染症による家庭を取り巻く状況の変化に
より、日常生活に不安を抱える児童生徒もおり、ス
クールカウンセラー等による心のケアが必要である。
しかし、資格を有する人材の確保と資質向上が課題と
なっており、大学や各職能団体との連携、経験年数に
応じた研修会の開催等に引き続き努めていく必要があ
る。

教育庁義務教育課

29 6-1　非行少年等に対する改善更生、非行防止等に関する支援
　　　相談支援体制の充実による非行の未然防止等

高等学校生徒支援体制
充実事業

　いじめや暴力行為等の問題行動に対して、組織
的・体制的な生徒指導を推進するための手立てを
講じ、問題行動等の未然防止及び早期発見・早期
解決を図るとともに、各学校における生徒指導体
制の充実に資するため、支援員やアドバイザーを
配置し、警察、福祉、行政機関や外部専門家等と
の連携強化を図る。
　いじめ・学校に登校していない生徒等への対応
に関する教員等の補助として学校生活適応支援員
を必要に応じて３０校程度に配置しており、生徒
の相談や関係機関と連携等を行う。
　心のサポートアドバイザーを配置（２名）し、
学校や保護者からの相談への対応や警察等の関係
機関との連携を行います。緊急事態発生時には、
学校の要請に応じて、学校支援のため派遣する。
　また、高等学校生徒指導主事連絡協議会、生徒
指導主事研修会を開催し、生徒指導に係る研修を
行うとともに、いじめ防止対策推進法の施行に伴
い、いじめ問題対策連絡協議会、いじめ防止対策
調査委員会を開催し、いじめ防止対策について話
し合い、各機関との連携強化を図る。

89,435

○学校生活適応支援員
　県立高校３４校（定時制、通信制、分校別）に配置。
　主な業務
　・生徒指導等に係る関係機関との連絡・調整
　・校内外の巡回指導（挨拶指導・清掃指導等）
  ・生徒指導等に係る特別活動の運営補助
  ・特別な支援・指導が必要な生徒に係る指導補助
 ○心のサポートアドバイザーの配置
　県教育員会に２名（校長OB、警察OB）を配置
　主な業務
　・生徒指導等に関する相談や苦情への対応
　・生徒指導上の理由から緊急対応が必要な場合、学校
　　からの要請に応じて学校を支援
　・各学校に対する生徒指導体制や個別の生徒指導事案
　　についての助言
○生徒指導主事連絡協議会  R5.6.15開催
○生徒指導主事研修会　  R5.10.20開催
○いじめ問題対策連絡協議会 R5.11.15開催
○いじめ防止対策調査委員会　R5.7.12、R5.12.21開催

111,526

○学校生活適応支援員の配置
　県立高校３５校に配置。
　
○心のサポートアドバイザーの配置
　県教育員会に２名（校長OB、警察OB）を配置
　
○以下の会議等を開催予定
　・生徒指導主事連絡協議会
　・生徒指導主事研修会
　・いじめ問題対策連絡協議会
　・いじめ防止対策調査委員会

高等学校生徒支援体制充実事業 　いじめや暴力行為等の問題行動に対して、組織
的・体制的な生徒指導を推進するための手立てを講
じ、問題行動等の未然防止及び早期発見・早期解決
を図るとともに、各学校における生徒指導体制の充
実に資するため、支援員やアドバイザーを配置し、
警察、福祉、行政機関や外部専門家等との連携強化
を図る。
　いじめや学校に登校していない生徒等への対応に
関する教員等の補助として学校生活適応支援員を必
要に応じて３０校程度に配置しており、生徒の相談
や関係機関と連携等を行う。
　心のサポートアドバイザーを配置（２名）し、学
校や保護者からの相談への対応や警察等の関係機関
との連携を行います。緊急事態発生時には、学校の
要請に応じて、学校支援のため派遣する。
　また、高等学校生徒指導主事連絡協議会、生徒指
導主事研修会を開催し、生徒指導に係る研修を行う
とともに、いじめ防止対策推進法の施行に伴い、い
じめ問題対策連絡協議会、いじめ防止対策調査委員
会を開催し、いじめ防止対策について話し合い、各
機関との連携強化を図る。

　生徒の問題行動の背景には、様々な要因が想定さ
れ、今後ますます複雑化・多様化が進むものと考えて
いる。
　震災から１０年以上が経過したものの、今後も当面
の間、生徒の問題行動の背景には、震災が遠因とな
り、子どもを取り巻く家庭や学校における生活環境が
変化したことで、人間関係をうまく構築できない状況
があると認識している。また、コロナ禍で長期間、行
動を制限された環境下において学校生活を送った影響
により、集団生活や人間関係の構築に不安等を訴える
生徒が見受けられる。
　このような状況に対応するため、学校生活適応支援
員の適切な配置及び各種会議の内容の充実に努めてい
く必要がある。

教育庁高校教育課

30 6-1　非行少年等に対する改善更生、非行防止等に関する支援
　　　相談支援体制の充実による非行の未然防止等

特別支援教育研修充実
事業

小・中・高・特別支援学校の特別支援教育コー
ディネーターの連携の強化と養成。また，特別支
援学校における関係機関との連携を担う教員を育
成し非行の未然防止に努める。

-
事業終期のため，Ｒ３以降廃止

-
事業終期のため，Ｒ３以降廃止 事業終期のため，Ｒ３以降廃止 事業終期のため，Ｒ３以降廃止 事業終期のため，Ｒ３以降廃止

教育庁特別支援教
育課

31 6-2　非行少年等に対する改善更生、非行防止等に関する支援
　　　関係機関の連携による非行防止活動の実施

青少年育成県民運動推
進事業

「青少年は地域から育む」という考えに立ち，関
係機関・団体と連携して「少年の主張大会」や
「あいさつ運動」の声がけ等を行う「青少年のた
めの宮城県民会議」に運営費を補助し，次代を担
う青少年の健全育成と非行防止を図る。

4,105

青少年のための宮城県民会議への補助を実施した。
【青少年のための宮城県民会議の主な事業】
○少年の主張大会
　R5.7～9月：県内12地区で地区大会を開催
　　　　　　（うち4地区が県民会議主催）
　R5.9.28　：少年の主張宮城県大会開催
○あいさつ運動
　啓発活動用のポケットティッシュ（10,000個）を作成し、市町
村民会議及び市町村担当課に配布。青少年育成推進指導員が中心
に行うあいさつ（声がけ）運動等で啓発活動を実施。

4,105

【少年の主張大会】
　・R6.7～9月　県内12地区にて各地区大会を開催
　・R6.9.27　　少年の主張県大会を開催
【あいさつ運動】
　各市町村民会議及び市町村と協力し、青少年育成
推進指導員等が各地域で行うあいさつ（声がけ）運
動等の活動を推進する。

青少年育成県民運動推進事業 「青少年は地域から育む」という考えに立ち、関係
機関・団体と連携して「少年の主張大会」や「あい
さつ運動」の声がけ等を行う「青少年のための宮城
県民会議」に運営費を補助し、次代を担う青少年の
健全育成と非行防止を図る。

・地域で活動する各市長村民会議の会員や青少年育成
推進指導員の高齢化が進んでいる。
・各市町村民会議や各市町村等と連携を図りながら、
「あいさつ運動」や各種青少年健全育成事業をより一
層充実させるとともに、「少年の主張大会」を通し
て、青少年の感性や考え方を発信し、青少年の社会性
を育む活動の推進を図る。

共同参画社会推進
課

32 6-2　非行少年等に対する改善更生、非行防止等に関する支援
　　　関係機関の連携による非行防止活動の実施

特別支援教育総合推進
事業

特別支援教育を総合的に推進するための，各市町
村支援体制の整備，関係機関との連携，特別支援
教育コーディネーターの支援を行い非行の未然防
止に努める。

8,007 ・県特別支援連携協議会の設置
・各市町村特別支援連携協議会の支援
・各市町村特別支援教育コーディネーター連絡会への支援
・特別支援学校のセンター的機能の強化による相談対応
・特別支援教育スキルアップ研修会の実施
・特別支援教育理解推進研修会の実施　等

8,138 ・県特別支援連携協議会の設置
・各市町村特別支援連携協議会の支援
・各市町村特別支援教育コーディネーター連絡会へ
の支援
・特別支援学校のセンター的機能の強化による相談
対応
・特別支援教育スキルアップ研修会の実施
・特別支援教育理解推進研修会の実施　等

特別支援教育総合推進事業 特別支援教育を総合的に推進するための，各市町村
支援体制の整備，関係機関との連携，特別支援教育
コーディネーターの支援を行い非行の未然防止に努
める。

特別支援教育を必要とする児童生徒は、どの学校にも
在籍しているため特別支援学校と小・中・高等学校・
その他の関係機関との連携が必要である。その連携の
業務を担う特別支援教育コーディネーターの支援を行
い非行の未然防止に努める。

教育庁特別支援教
育課

33 6-3　非行少年等に対する改善更生、非行防止等に関する支援
　　　その他非行防止に関わる支援

学習支援事業（生活困
窮者自立支援制度）

生活困窮世帯の子どもに対し，基礎学力の向上を
目的とした学習支援及び心の安定を図る居場所の
提供を行うとともに，その保護者への相談支援等
を実施することにより，貧困の連鎖の防止を図
る。

60,651

県内の21町村を対象に、15カ所で生活困窮世帯の小学４年生から
高校３年生世代までの児童生徒に対し、学習支援、居場所の提
供、保護者への相談支援等を実施した。
教室開催計　899回/年
参加者数　241名

61,405

個別的な学習支援、進学や生活上の相談支援、居場
所の提供、高校中退防止を行うとともに世帯の状況
によって、自立相談支援機関等と連携し保護者の支
援を行い世帯全体の自立を支援する。
また、子どもの居場所提供による精神面の育成・生
活習慣の形成・進学や就労意欲の喚起のため、定期
的に職業体験や調理実習等の子どもが楽しめるよう
なイベントを開催する。

学習支援事業（生活困窮者自立支援制度） 生活困窮世帯の子どもに対し，基礎学力の向上を目
的とした学習支援及び心の安定を図る居場所の提供
を行うとともに，その保護者への相談支援等を実施
することにより，貧困の連鎖の防止を図る。

教室の設置の有無等により参加状況に差が生じている
ことなどから、オンライン及びアウトリーチによる支
援を拡充するとともに、対象年齢外になることなどに
より、つながりが失われることから、卒業児（者）へ
のフォローアップ調査を継続して行う。

社会福祉課（生活
自立・支援班）

34 6-3　非行少年等に対する改善更生、非行防止等に関する支援
　　　その他非行防止に関わる支援

少年に対する立ち直り
支援・継続補導

過去に非行少年として取扱いのあった少年につい
て，家庭裁判所の終局決定結果を踏まえ，当該少
年の家庭環境等から再非行のおそれがある者を対
象少年として選定し，警察職員による定期的な見
守り活動や就労等へ向けた支援を行うほか，社会
奉仕体験活動などの諸活動に参画させることによ
り当該少年の自己肯定感や規範意識の向上を図
り，もって健全な状態への立ち直りを図る。

0

　令和５年度中、49人の少年に対して継続した面接や各種体験活
動などを行い、立ち直りや非行防止の健全育成を図った。
　
○　立ち直り支援　５人
○　継続補導　　　44人

0

選定した少年について、警察職員による定期的な面
接や各種体験活動による支援を実施するなどし、少
年の自己肯定感や規範意識の向上を図り、健全な状
態への立ち直りを図る。

少年に対する立ち直り支援・継続補導 過去に非行少年として取扱いのあった少年につい
て，家庭裁判所の終局決定結果を踏まえ，当該少年
の家庭環境等から再非行のおそれがある者を対象少
年として選定し，警察職員による定期的な見守り活
動や就労等へ向けた支援を行うほか，社会奉仕体験
活動などの諸活動に参画させることにより当該少年
の自己肯定感や規範意識の向上を図り，もって健全
な状態への立ち直りを図る。

少年の立ち直りには、警察職員のみで対応することが
難しく、保護者の理解や協力、少年警察ボランティア
や鑑別所、学校など各種団体との連携が必要となる。
　各種団体と協力し少年の立ち直り支援を実施して、
再非行防止を図る。

県警本部少年課

35 6-3　非行少年等に対する改善更生、非行防止等に関する支援
　　　その他非行防止に関わる支援

非行防止教室 警察職員を講師として学校に派遣し，在籍する児
童生徒等に対して，薬物乱用事犯やインターネッ
ト利用事犯を始めとした非行の防止へ向けた講演
を行い，もって児童生徒の規範意識の向上を図
る。 0

　県内の小学校、中学校、高等学校に警察職員を講師として派遣
し、児童生徒に薬物事犯、インターネット利用事犯をはじめ、各
種非行防止に関する非行防止教室を実施した。

　非行防止教室開催校　370校 0

学校からの要請を受けて警察職員を講師として派遣
し非行防止に資する講話を行う。

非行防止教室 警察職員を講師として学校に派遣し，在籍する児童
生徒等に対して，薬物乱用事犯やインターネット利
用事犯を始めとした非行の防止へ向けた講演を行
い，もって児童生徒の規範意識の向上を図る。

学校の協力が必要不可欠となる。
教育委員会にも非行防止教室の開催を働きかけ、各学
校で非行防止教室を実施していく。

県警本部少年課
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番号
施策の方向性

括弧内は第二次宮城県再犯防止推進計画上での施策の方向性
事業名

事業の内容
Ｒ5年度

最終予算額
　 【単位：千円】

Ｒ5年度　事業実施状況
Ｒ６年度

当初予算額
　 【単位：千円】

Ｒ６年度の計画 第二次宮城県再犯防止推進計画上の事業名
第二次宮城県再犯防止推進計画上の事業の内容 事業推進上の課題・今後（令和７年度以降５か年）

の方向性について
担当課・係名

「宮城県再犯防止推進計画」の進行管理 「第二次宮城県再犯防止推進計画」の構成事業

宮城県再犯防止推進計画の進行管理・第二次宮城県再犯防止推進計画の構成事業【宮城県】
むすび丸

36 7　国及び市町村、民間団体等との連携による支援
（１　地域における包摂的な支援）

市町村再犯防止推進計
画の策定の促進

県内市町村において、地方再犯防止推進計画の策
定が推進するよう働きかけるとともに、策定のた
めの助言や情報提供を行う。

0

法務省からの依頼により、県内各市町村での計画策定状況の照会
及び、法務省からの再犯防止推進計画策定にかかる情報提供を各
市町村へ行った。（令和６年３月３１日現在仙台市、石巻市、塩
竃市、気仙沼市、名取市、角田市、多賀城市、栗原市、東松島
市、大崎市、大河原町、亘理町、山元町、七ヶ浜町、南三陸町の
１５市町が策定済み） 0

仙台矯正管区と連携しながら、県下市町村の再犯防
止推進計画策定支援として、「市町村再犯防止担当
者のためのオンラインセミナーin宮城」を開催し
た。

市町村再犯防止推進計画策定のための支援 県内市町村に向けて、地方再犯防止推進計画の策定
を働きかけるとともに、策定のための勉強会やセミ
ナー、情報提供等を行う。

再犯防止推進計画の策定については、市町村によって
は、計画の性質が馴染みにくい点がある。
第二次宮城県再犯防止推進計画では、市町村の再犯防
止推進計画の策定数を目標数値の一つとして設定し、
県全体で安全・安心な社会づくりを推進していく必要
がある。

社会福祉課（団体
指導班）

37 7　国及び市町村、民間団体等との連携による支援
（１　地域における包摂的な支援）

矯正施設見学等を通じた市町村再犯防止担当者の理
解促進

県内市町村の再犯防止担当者等に向けた矯正施設等
の見学会を企画・開催し、再犯防止や更生保護に対
する理解や意識の醸成に努める。

各矯正施設等と連携のうえ、実施に向けた調整を行う
とともに、市町村の意向等も踏まえ、見学内容等を検
討する必要がある。

社会福祉課（団体
指導班）

38 7　国及び市町村、民間団体等との連携による支援
（１　地域における包摂的な支援）

宮城県再犯防止推進
ネットワーク会議によ
る関係団体との連携

再犯防止に関する事業の実施状況、課題の把握や
対策の検討等を行うため、刑事司法関係機関、更
生保護・福祉の支援等を行う民間団体、行政等を
構成員とするネットワーク会議を開催する。

168

再犯防止に関する事業の実施状況、課題の把握や対策の検討等を
行うため、刑事司法関係機関、更生保護・福祉の支援等を行う民
間団体、行政等を構成員とするネットワーク会議を対面で開催し
た。

932

第二次宮城県再犯防止推進計画の策定等にあたり、
「宮城県再犯防止推進懇話会」を設置し、学識者や
国の機関、民間団体等から意見聴取を行う予定。

宮城県再犯防止推進ネットワーク会議による関係団
体との連携

刑事司法関係機関、更生保護・福祉の支援等を行う
民間団体、行政等を構成員とする宮城県再犯防止推
進ネットワーク会議を開催する。
会議では再犯防止に関する事業の実施状況、課題の
把握や対策の検討等を行うとともに、第二次計画の
進行管理等を行う。

法務省が定める国の第二次再犯防止推進計画の内容を
踏まえ、「第二次宮城県再犯防止推進計画」を策定予
定。
県の第二次計画でも事業の実施状況、課題の把握や対
策の検討等を行うためにネットワーク会議等の開催を
検討する必要がある。

社会福祉課（団体
指導班）

39 7　国及び市町村、民間団体等との連携による支援
（１　地域における包摂的な支援）

社会を明るくする運動 犯罪をした者等の更生について理解を深め、それ
ぞれの立場において力を合わせ、犯罪のない地域
社会を築こうとするための運動。
社会を明るくする運動を通して、再犯防止の取組
への県民への普及啓発及び機運の醸成を図るとと
もに、担い手不足が課題となっている保護司の活
動についても積極的な啓発を図っていく。

0

第73回”社会を明るくする運動”宮城県推進委員会（事務局：仙
台保護観察所）に出席。
また、社会を明るくする運動作文コンテストで審査員として文の
審査を行った
第71回宮城県更生保護大会に出席し、永年にわたり更生保護事業
に従事し、犯罪をしたものの改善更生及び地域社会の浄化に尽力
し、顕著な功績が認められる保護司に対し知事表彰の授与を行っ
た。

0

国が主催する、社会を明るくする運動等更生保護に
関する各行事について、広報啓発を図るため、活動
の支援を行う。

社会を明るくする運動 犯罪をした者等の更生について理解を深め、それぞ
れの立場において力を合わせ、犯罪のない地域社会
を築こうとするための運動。
社会を明るくする運動を通じて、再犯防止の取組へ
の県民への普及啓発及び機運の醸成を図るととも
に、担い手不足が課題となっている保護司の活動に
ついても積極的な啓発を図っていく。

国との連携を図り、業務に滞りのないよう、取り組ん
でいく。

社会福祉課（団体
指導班）

40 7　国及び市町村、民間団体等との連携による支援
（１　地域における包摂的な支援）

市町村及び福祉関係者
への再犯防止活動の啓
発

矯正施設出所者等への切れ目のない支援を行うた
めに、宮城県再犯防止推進計画の内容や宮城県地
域生活定着支援センターの役割等について、市町
村及び民生委員や生活支援コーディネーター等の
福祉関係者への啓発に努める。 0

法務省からの情報提供や仙台矯正管区の広報誌などの周知に併
せ，宮城県再犯防止推進計画の内容や宮城県地域生活定着支援セ
ンターの役割等について，市町村や福祉関係者への啓発を行っ
た。

0

各種機会をとらえ，宮城県再犯防止推進計画の内容
や宮城県地域生活定着支援センターの役割等につい
て，市町村等への啓発に努める。

市町村及び県民に向けた再犯防止活動の啓発 計画の対象者が地域の一員として安定して生活でき
るように、第二次計画の内容や再犯防止に向けた取
組等について、県民や市町村の再犯防止担当者等に
向けた啓発に努めます。

新型コロナウイルス感染症の蔓延期間が宮城県再犯防
止推進計画の計画期間と重なっていたことから、対面
の会議等で十分な啓発活動を行えていない。令和５年
より５類移行したことに伴い、新型コロナウイルス感
染症で停滞した活動を再開する必要がある。

社会福祉課（団体
指導班）

41 7　国及び市町村、民間団体等との連携による支援
（１　地域における包摂的な支援）

少年警察ボランティア
との連携

大学生による少年健全育成ボランティア「ポラリ
ス宮城」、児童生徒健全育成ボランティア「アル
カス」及び少年補導員と連携した立ち直り支援活
動や非行防止に向けた啓発活動を展開する。

4,921

各ボランティア団体が独自あるいは連携するなどし
　○　少年健全育成のためのキャンペーン
　○　少年非行防止教室等の開催
　○　該当補導活動
　○　立ち直り支援活動
を実施した。 4,908

大学生による少年健全育成ボランティア「ポラリス
宮城」、児童生徒健全育成ボランティア「アルカ
ス」及び少年補導員と連携した立ち直り支援活動や
少年非行防止に向けた広報啓発活動を継続して展開
する。

少年警察ボランティアとの連携 大学生による少年健全育成ボランティア「ポラリス
宮城」、児童生徒健全育成ボランティア「アルカ
ス」及び少年補導員と連携した立ち直り支援活動や
非行防止に向けた啓発活動を展開する。

少年補導員の高齢化が課題となっている。大学生によ
る少年健全育成ボランティア「ポラリス宮城」の拡充
を図り、連携した活動を推進する。

県警本部少年課

42 7　国及び市町村、民間団体等との連携による支援
（１　地域における包摂的な支援）

広報啓発活動の推進 再犯の防止等のための取組を一層推進するため，
各種媒体，関係機関団体等と連携したキャンペー
ン等を通じて県民の再犯防止に関する機運醸成を
図る啓発活動を実施する。

0

　各種広報媒体を活用し、犯罪を起こさせないための広報啓発活
動を実施した。
　特に、窃盗の中でも、万引きは再犯性が高く、防犯ボランティ
ア団体等と連携した街頭キャンペーン、防犯講話を実施し、「万
引きをしない・させない・許さない」広報を実施した。
　また、商業施設等万引きの被害場所となりやすい事業者等に対
して防犯対策の指導を実施し、万引きをさせない環境づくりにつ
いて働き掛けを行ったほか、不審者対応訓練を行い、事業者の対
応能力を図った。

0

　関係機関・団体と連携をしながら、あらゆる広報
媒体を活用し、県民の再犯防止に関する機運醸成を
図る啓発活動を実施する。

広報啓発活動の推進 再犯の防止等のための取組を一層推進するため，各
種媒体，関係機関団体等と連携したキャンペーン等
を通じて県民の再犯防止に関する機運醸成を図る啓
発活動を実施する。

　刑法犯認知件数が増加しており、それに伴い、再犯
率が上昇することが想定されている。
　再犯率を抑止するためには、犯罪者への関係機関・
団体による支援が円滑に行われるよう配意するととも
に、県民の理解を深めることが大切であることから、
一層、関係機関・団体と連携した各種取組を推進する
必要がある。

県警本部生活安全
企画課・犯罪抑止
対策係
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薬物乱用防止に関する
広報・啓発活動の推進

学校・一般企業・団体等に対する薬物の乱用・再
乱用防止活動を推進する。

0

各種学校、一般企業等に対する薬物乱用防止講話の実施、ラジオ
やホームページによる薬物乱用防止広報、各種会議や行事等にお
ける広報啓発ポスター、パンフレット及びリーフレットの掲示、
配布を積極的に行い、薬物を拒絶する気運の醸成図った。

0

近年の大麻乱用事犯の増加及び若年層への拡大傾向
を踏まえ、各種学校・企業等に対する薬物乱用防止
講話をより一層強化すると共に、各種広報媒体の積
極的活用や宮城県防犯協会連合会と協力した薬物乱
用防止広報啓発物品の製作・配布など、効果的な広
報啓発活動を推進する。

薬物乱用防止に関する広報・啓発活動の推進 学校・一般企業・団体等に対する薬物の乱用・再乱
用防止活動を推進する。

学校等に出向いて講話を実施するだけではなく、ＳＮ
Ｓ等若年層の目に触れやすい媒体による広報啓発活動
を推進していく必要がある。

県警本部組織犯罪
対策第二課・企画
指導係
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薬物乱用防止啓発事業 宮城県薬物乱用防止指導員を中心とした啓発キャ
ンペーンを仙台市及び管轄保健所ごとに開催す
る。
また，青少年に対する薬物に正しい知識の普及啓
発を図るため薬物乱用防止教室講師の資質向上及
びそのための研修会等を開催する。

938

各地区薬物乱用防止指導員協議会とともに薬物乱用防止のための
啓発、指導活動を地域ごとに推進し、効果的に啓発を図るため、
県内各地域の祭事等に併せて街頭キャンペーンを実施した。
（「ダメ。ゼッタイ。」普及運動：10か所　7,176名）
　（麻薬・覚醒剤・大麻乱用防止運動：18か所　13,990名）
また薬物乱用防止指導員指導者研修で講演を行い、薬物乱用防止
教室講師の資質向上に務めた。

1,702

宮城県薬物乱用防止指導員を中心とした啓発キャン
ペーンを仙台市及び管轄保健所ごとに開催する。
また，青少年に対する薬物に正しい知識の普及啓発
を図るため薬物乱用防止教室講師の資質向上及びそ
のための研修会等を開催する。

薬物乱用防止啓発事業 宮城県薬物乱用防止指導員を中心とした啓発キャン
ペーンを仙台市及び管轄保健所ごとに開催する。
また，青少年に対する薬物に正しい知識の普及啓発
を図るため薬物乱用防止教室講師の資質向上及びそ
のための研修会等を開催する。

薬物乱用防止指導員の解嘱等による減員を避けるため
新たな指導員の確保が必要と考える。
引き続き薬物乱用防止指導員を中心とした啓発キャン
ペーンを仙台市及び管轄保健所ごとに開催する。
また，青少年に対する薬物に正しい知識の普及啓発を
図るため薬物乱用防止教室講師の資質向上及びそのた
めの研修会等を開催する。
薬物乱用に係るゲートキーパー育成のため、民間団体
と共同でゲートキーパー育成のための研修会を実施す
る。

薬務課


